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主 要 記 事 の 要 旨

電子情報と法
―電子情報の進展に法はどのように対応してきたか―

大　山　英　久

①　本稿は電子情報の進展に対する法的対応について概観したものである。まず、今日のよ
うにインターネットが一般的になってきた過程を紹介し、次いでネットワークで扱われる
電子情報の特質や法的な問題点を記し、最後にこれまでの法的な対応状況を記している。
さらに別表では、制定された主な法律を年代順に記載し、改正法については簡単な改正点
を記した。新規制定法については参考資料にその目的を記した。

②　インターネットは、1969年にアメリカ国防総省のDARPAが構築したネットワークが始
まりだと考えられている。1990年代半ば以降、商用ネットワークの出現、パソコンやブラ
ウザの一般化もあって、インターネットは一般に普及していった。そして、情報通信技術
の進展はコンピュータや通信回線の高機能大容量低価格化をもたらし、インターネットの
普及を一層加速し、それに伴いネット上の情報量も増え、内容も多様化していった。

③　電子情報には、一般的に保有や利用に競合性や排他性を持たないという特質がある。そ
して情報通信技術の進展は、情報を自由に加工し、距離に関係なく同時に多くの人に送信
することや、様々な情報を入手することを容易にした。このことはまた、ネット上に無責
任な情報や不正確な情報をもたらしたり、ウィルス、不正アクセス、データ破壊、プライ
バシーの侵害、著作権侵害、個人情報の不正使用などの問題を生じさせた。

④　当初は、コンピュータデータの破壊や書き換え、プログラムの複製などが主な問題で
あったが、ネットワークの利用が進むにつれて、様々な問題が発生してきた。プライバ
シーの侵害や著作権侵害などに関係して、プロバイダーの責任も問題となった。また個人
の情報が容易に利用できることから個人情報保護法の制定や、知的財産の利用や保護のた
めに、著作権法などの改正、知的財産基本法の制定などが行われた。

⑤　ネットワークの進展に伴って、ネット上での商取引も活発になり、それに伴って電子契
約の法制化が求められた。また、消費者を保護し、また取引の安全性を図るため、電子署
名や認証などの技術が取り入れられ、それに伴う立法も行われた。

⑥　ネット上の情報が豊かになり、自由に使えることがより求められているが、権利保護を
図ることも重要な課題である。この利用と保護のバランスが今後の施策の鍵となろう。

⑦　情報通信と放送の融合のように、情報技術の進展に法的対応が追いつかない状況も生じ
ているが、情報法という切り口で、法的枠組みを見直すことも必要となろう。
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はじめに

　情報通信分野では、技術の進展に伴い、イン
フラ面での高性能化、低価格化が急速にすすん
でいる。即ち、コンピュータの高性能化と低価
格化、通信回線の大容量化・高速化と低価格化
である。これに伴って利用者が急速に拡大し、
扱われる電子情報の内容も多様となり、質的な
面でもかなり向上したものとなってきた。この
ように情報通信を取り巻く世界においては、ほ
んの10数年前には考えられないような変化が生
じている。特にインターネットの進展は、社会
経済の様々な局面を変えてきている。また、社
会経済だけでなく政治の世界にも浸透しだして
いる。今後もどのようなスピードでどのような
方向に進んでいくのか予測しがたい。
　電子情報は、容易に編集したり複製したりす
ることができ、発信が容易で多くの人に同じ情
報を瞬時に提供することができる、などの特質
を持っている。同時に、簡単な操作で情報が消
去できてしまい、消去すると何も残らなくなっ
てしまうという欠点もある。さらに、コン
ピュータやネットワークの進展は、多様かつ最
新の情報の入手を容易とした。この結果、イン
ターネットは、様々な便益をもたらし、また、
ビジネスチャンスを作り出すなどのプラス面を
もたらしたが、同時に、新たな問題も生じてき
た。これに対しては法制度面では、民法、刑
法、行政法、知的財産法等の分野で、法律を改
正したり新たな法律を制定するなどの対応を
行ってきた。しかし、電子情報を法の対象とし
なければならなくなってからまだ20～30年、イ
ンターネットが一般的に利用されるようになっ
てからまだ10年あまりしか経ってないことから

当然であるが、法的対象としては若くて新しい
分野である。そして、情報化の進展に伴い、そ
の対象範囲は急速に拡大し、新たな法的枠組み
が模索されている。
　近年、「情報法」という概念で、情報に関連
した法的問題が扱われるようになってきた。も
ちろん、「情報法」という法はない。電子情報
の進展に伴って生じた様々な法的問題を、情報
を切り口として、横断的にみていこうというも
のであって（1）、これまでの憲法から民法、刑
法、行政法、知的財産法などの法に加えて、新
たに制定された法が含まれたものとなってい
る。
　本稿は、情報化（2）の進展に伴って生じた問題
に対して、法はどのように対応してきたかにつ
いて概観的にまとめたもので、これによって、
現在の「電子情報と法」の状況を俯瞰しようと
するものである。まず、今日のようにインター
ネットが一般的になってきた過程を紹介し、次
いでネットワークで扱われる電子情報の特質や
法的な問題点を記し、最後にこれまでの法的な
対応状況を記している。さらに別表では、制定
された主な法律を年代順に記載し、改正法につ
いては簡単な改正点を記した。新規制定法につ
いては、参考資料にその目的を記した。ただ
し、電子情報に関連した法は多岐にわたってい
るので、そのすべてに触れているわけではな
い。また、電子政府に関することは、本稿では
扱っていない。

Ⅰ　インターネットの進展

　情報技術（Information　Technology　以下ITと

する。）（3）の歴史を見たとき、次のような 3 つの
パラダイムに分けて考えられるという（4）。第 1

⑴　宇賀克也・長谷部恭男編著『法システム 3 　情報法　（改訂版）』放送大学教育振興会，2006，p.1.
⑵　高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（IT基本法）（平成12年法律第144号）第 2 条は、「高度情報通信ネットワー

ク社会とは、インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて…」となっているが、本稿でも、「情報」と
いうときに、インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて扱われる情報を主として取り上げる。

⑶　最近はICT（Information　Communication　Technology）の用語がよく使われる。
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のパラダイムは、ITが情報をより速く効率的
に処理するための技術だった時代。第 2 のパラ
ダイムは、ネットワークが進化した時代。そし
て現在は新たに知覚機能を提供する時代（アン

ビエント情報社会（5））という、第 3 のパラダイム
の入り口に差し掛かっている、というものであ
り、また現在は、分断されたIT機器を統合的
に利用可能にすることで「何時でも、どこで
も、誰でも」情報に触れられるユビキタス社
会（６）が実現しつつある、ともいわれている。第
3 のパラダイムがどうなるかはわからないが、
第 1 、第 2 のパラダイムについては、異論のな
いところであろう。即ち、「1960年代から1980
年代にかけて、コンピュータ技術はめざましい
変貌を遂げた。もともと孤立した計算機として
考案されたコンピュータが、通信手段」ともな
り、「異なる規格のコンピュータ間の長距離通
信」が当たり前の現実となり、「今日では、情
報が離れた場所へ瞬時に伝わる」のは「コン
ピュータ技術に備わる特性と考えられるように
なった」のである（７）。
　インターネットは、アメリカ国防総省高等研
究計画局（Defense Advanced Research Projects 

Agency 以下DARPAとする。）（８）が構築した、研
究機関の間を結んだネットワークARPAネット
が、その始まりだといわれている。1969年に
ルーターにあたる機器のIMP（インターフェー

ス・メッセージ・プロセッサ）ができあがって、
アメリカ西海岸の 4 箇所に設置し、それを専用
電話回線で結んで最初のARPAネットができあ
がった。次いで東海岸にARPAネットのノード
が構築され、AT＆Tの回線で東海岸と西海岸
が結ばれ、全米を覆う形ができあがった（９）。
ネットワークといっても簡単なメールや小さな
ファイルをやり取りする程度のものである。

「ARPAネットの建設者達は、利用者兼生産者
という自分たちの二重の役割を果たすために、
システムの発展を管理する新しいパラダイムを
採用した」、「ARPAの革新的なネットワーク技
術が、…軍の事業として形成されたことを忘れ
てはならない。…その哲学とは、多種多様な部
分からなる分散型ネットワークシステムをつく
るということ」というように（１０）、今日のイン
ターネットの使われ方や形態を見ると、誕生地
点において既に、その方向性の原点がみられる
といえよう。
　しかしARPAネットを利用できるのは、基本
的にはDARPAの軍事研究をしている大学、研
究機関、企業等に限られていた。これに参加で
きない研究者や大学などが次第に独自のネット
ワークを構築し始め、全米科学財団（National 

Science Foundation　以下 NSFとする。）も資金援
助を行った。ARPAネットは、1983年にそのプ
ロトコルをTCP/IPとした（１１）。また同年、国防

⑷　白井均・西尾章治郎「経済教室　ITの未来、知覚機能に」『日本経済新聞』2007.7.9.
⑸　アンビエントとは「周辺の、環境の」意で、アンビエント社会とは、人とITが共存し自然な形でかかわりあう、

ユビキタス社会の次の情報化社会。
⑹　1992年に行われた情報スーパー・ハイウェーに関連した講演を引用して、「これは10年以上の前の発言である。

すでに前年マーク・ワイザーが提唱したユビキタスという概念についても（講演で（筆者注））言及している。
日本ではマーク・ワイザーがとうに亡くなった今頃になって、ユビキタスが騒がれるのはアナクロニズムで残念
である」（脇英世『インターネットを創った人たち』青土社，2003，p.294.）というような見方もある。

⑺　ジャネット・アバテ（大森義行・吉田晴代訳）『インターネットをつくる―柔らかな技術の社会史』北海道大
学図書刊行会，2002，pp.5-6.

⑻　1958年 2 月 7 日に設立された当初の名称はARPA （Advanced Research Projects Agency）で、1972年 3 月23
日、DARPAと改称されたが、93年 2 月22日、再びARPAと改められた。さらに、96年 2 月10日、またDARPAと
なって現在に至っている。“ARPA-DARPA: The History of the Name”The Defense Advanced Research Proj-
ects Agency〈http://www.darpa.mil/〉）

⑼　脇　前掲注⑹ pp.164,181. 
⑽　アバテ　前掲注⑺ pp.10,202. 
⑾　1974年に発表されたTCP/IPプロトコルの原形を改訂して、1980年 1 月に「国防総省トランスミッション・コ
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総省はARPAネットを軍用のMILネットと研究
用のARPAネットに分割した。パーソナルコン
ピュータが研究者等に普及したこともあり、こ
れ以後、ローカルなネットワークがARPAネッ
トに接続されるようになり、研究者がインター
ネット（12）を利用できるようになって、「イン
ターネットは、以前にもまして民用の性格を
はっきり帯びることになった」（13）のである。
　1986年には、NSFは自らNSFネット（全米学

術ネットワーク）を設立し、インターネットの
運営に参加するようになった。さらに、NSFと
ARPAとで相互接続が取り決められ、「米国中
のほとんどすべての大学がインターネットを利
用できるようになり、インターネットは実質的
に文民のためのネットワーク（14）」となっていっ
た。そして、1988年から1989年にかけて、イン
ターネットの基幹ネットワークは、老朽化した
ARPAネットからNSFネットに切り替えられ
た。
　1990年に、WWW（World Wide Web）（15）のア
イディアが公開された。同じ年にARPAネット
は廃止された。1993年にはブラウザのモザイク

（Mosaic）が公開された。「インターネットが普
及したのはモザイクがあったから（16）」とも言
われている。1994年にはモザイクの商業版とい
えるネットスケープが開発された。ウェブの普
及によって「インターネットは、研究手段から
大衆メディアへの移行を完了（17）」した。また、

1979年にUNIXユーザーによって考案された
USEネットからインターネットプロバイダー
的な事業が発生して、1994年には最初の営利目
的のインターネット・サービス・プロバイダー
が誕生している（18）。
　商用ネットワーク基盤の進展に伴い、商用を
禁止していたNFSネットは1995年にその使命
を終えて廃止され、「米国政府によるインター
ネット基盤の所有は終りを告げた（19）」のであ
る。さらに同年、Windows95が発売されて、
インターネットの利用が一般に普及するように
なり、また、ビジネスにも利用する可能性が開
かれていった。
　今日では、インターネットを通じて情報をや
り取りすることは当たり前のようになっている
が、このようにインターネットが商用化されて
自由に利用できるようになってから、まだわず
か10年あまりのことである。現在、日本におけ
るインターネット利用人口は、8,754万人と推
計されている（20）。このような急速な技術の進
展と利用の拡大は、これまでになかった新たな
問題を生じさせることともなった。以下にイン
ターネットをめぐる主なできごとを、年代順に
整理しておく。

1969年　�アメリカ国防総省高等研究計画局
（DARPA）がARPAネットを構築

1971年　�最初のインテルチップが開発される

ントロール・プロトコル」とした。同年、米軍はTCP/IPを正式な軍用プロトコルとして採用し、82年に軍用ネッ
トワークであるARPAネット上ではTCP/IPだけを使うことになり、83年にはARPAネットからTCP/IP以外のプ
ロトコルは消えた。（脇　前掲注⑹ pp.203-204. ；アバテ　同上　pp.197-200.）

⑿　接続されたネットワークの集まりを意味する標準的な用語としてインターネットが使われるようになったのは
1980年代初期になってからである（アバテ　同上　p.205.）。

⒀　同上　pp.258-259.
⒁　同上　pp.266-270.
⒂　インターネットで標準的に用いられるドキュメントシステムで、最も多く利用されているアプリケーション。
⒃　脇　前掲注⑹ p.263.
⒄　アバテ　前掲注⑺ p.301.
⒅　脇　前掲注⑹ pp.238,239.
⒆　アバテ　前掲注⑺ p.277.
⒇　平成18年の利用人口は8,754万人で人口普及率は68.5％、平成 9 年は1,155万人で9.2％と推定。（総務省『平成19

年　情報通信に関する現況報告』p.151.）
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1975年　�マイクロソフトの設立
1983年　�ARPAネットのプロトコルがTCP/

IPとなる
1986年　�全米科学財団（NSF）がNSF ネット

を設立
1990年　�ARPAネットが廃止される、WWW

がつくられる
1993年　�ウェブブラウザであるモザイクが公

開される
1994年　ネットスケープの開発
1995年　�ヤフーの設立、アマゾンのオンライ

ンストア開設、NSFネットが廃止さ
れ、基幹ネットワークが完全に商用
化、Windows95の発売、インター
ネット・エクスプローラーの開発

1998年　�グーグルの設立

Ⅱ　電子情報の特質と法的問題点

　例えば、有体物である土地や物の場合、一般
的に、ある者がその土地や物を所有していれ
ば、他の者がその土地や物を同時に所有して利
用することはできない。ところが、「情報」は、
大勢の者が同時に同一の情報を保有し、利用す
ることができる。このように情報の特質とし
て、土地や物のような有体物と異なって、その
保有や利用についての競合性や排他性をもたな
い、ということがあげられる。すなわち、情報
には、「消費の排他性」が無いといえよう。ま
た、情報それ自体は財物に含まれないため、そ

して窃盗罪、横領罪は、客体が財物に限られて
いることから、情報それ自体を取得しても、窃
盗罪も横領罪も成立しない（21）。
　コンピュータが利用され始めた初期において
問題となったのは、コンピュータのデータを破
壊したり、データを不正に書き換えて不当な利
益を得たりすることであった。これに対して
は、昭和62年に刑法を改正（22）して対応した。
刑法は電磁的記録を文書にあたらないとしてい
たため、電磁的記録という概念を導入（刑法第

7 条の 2 ）し、コンピュータの電磁的記録の偽
造・損壊・毀棄などに対し、電磁的記録不正作
出罪・同供用罪等（刑法第161条の 2 ）、電子計
算機損壊等業務妨害罪（刑法第234条の 2 ）、電
磁的記録毀棄罪（23）（刑法第258条、259条）の規
定を設け、さらに、電算機のデータを不正に書
き換えて、不法の利益を得たりしても詐欺罪に
当らない（24）ことから電子計算機使用詐欺罪（刑

法第246条の 2 ）（25）の規定を設けることで、処罰
できることとした。また、許諾なくプログラム
を複製して利用するというような問題（26）が生
じたが、これに対しては、昭和60年に著作権法
を改正（27）して、コンピュータ・プログラムは
著作物にあたるとした。
　インターネットの普及とそれを支える技術や
コンピュータの進展は、電子情報をネットワー
ク上で流通させることを極めて容易にした。距
離に関係なく、遠隔地でも電子情報を迅速かつ
大量に送信することが可能となった。また、文
字情報だけでなく音声、画像、動画などの情報

�　宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ p.203.
�　昭和62年法律第52号
�　公用文書等毀棄罪および私用文書等毀棄罪の客体に電磁的記録を加える形で行われた（宇賀・長谷部編著　前

掲注⑴ p.212.）。公正証書原本不実記載罪（第157条第 1 項）も電磁的記録を加える形で改正した。
�　刑法第246条の詐欺罪は、「人を欺いて財物を交付させた者は、…」となっている。
�　本罪の適用については、橋爪隆「電子計算機使用詐欺罪」『刑法の争点』（ジュリスト増刊　新・法律学の争点

シリーズ　 ２ ）有斐閣，2007，pp.194-195.など。
�　例えば、スペース・インベーダー・パートⅡ事件、東京地裁昭和57年12月 6 日判決。ビデオゲームのゲームの

内容を表現するソフトウェア・プログラムは著作権法にいう著作物に当たり、同プログラムのコンピュータ・シ
ステムの記憶装置（ROM）への収納行為は複製行為に当たる（『判例時報』1060号，1983.1.21，pp.18-22.；『判例タ
イムズ』482号，1983.2.1，pp.65-69.）。

�　昭和60年法律第62号
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を送信できるようになっていった。さらに １ 対
１ だけでなく、同時に多くの相手と情報をやり
取りすることができるようになってきている。
情報の受け手は、自分のコンピュータ上で、受
け取った情報を容易に、複製、保存、編集等を
行うことができ、それをまた他の人に容易に提
供できるのである。このように今日では、誰で
もが様々な形態の電子情報を、瞬時に、場所を
問わずに、簡単に、そして時には匿名で、追加
的費用もほとんどかからずに、多くの人に伝達
できるのである（28）。そして、一旦地理的、時
間的、メディア的制約を超えてネットワーク上
を流通し始めたテキスト、画像、映像、音楽な
どの電子情報は、延々と流通する可能性があ
る（29）。
　このようなインターネットの進展に伴って、
インターネット上での違法行為や問題が生じ、
新しいタイプの犯罪も発生してきた。インター
ネットを通じたコンピュータ・システムに対す
るものとして、不正アクセス、データの窃取・
改ざん・破壊、ウィルスによるデータの破壊や
システムの機能阻害、DOS攻撃（30）によるシス
テムの機能障害などがあげられる。インター
ネットの利用に関するものとしては、迷惑メー
ル、名誉毀損、プライバシーの侵害、著作権侵
害、個人情報の不正使用、脅迫、なりすましや
詐欺、児童買春の仲介、麻薬や銃器などの販売

（流通が法律で規制されているもの）、猥褻な情報
の陳列・頒布・販売、などがある（31）。またこ
れに伴って、プロバイダーの責任や電子商取引
の問題なども生じている。さらにインターネッ
トにおける匿名性が、このような状況を一層加

速している。
　ところで、誰もが情報発信できるということ
は、ネット上には雑多な情報が溢れだすという
ことでもあり、以前では限られた者にしかでき
なかった出版や放送に近いことを行うことも可
能になったのである。このことは逆に、出版に
おいて行われていた編集段階でのチェックや放
送前の原稿チェックなどが行われないまま、情
報が発信されていると言うことができる（32）。
このためインターネット上には、無責任な情報
や不正確な情報も溢れているという状況が生じ
ている。
　また、個人による情報通信が量的にも質的に
も飛躍的に拡大したということは、個人情報が
容易に収集、利用される機会が増大するという
ことにもなる。このことは、個人情報が、本人
と無関係に、あるいは、本人の意思に反して利
用される可能性が拡がっていることを意味して
おり、名誉毀損、プライバシー侵害、著作権侵
害など、個人の権利を侵害する機会が増大する
ことにもなった。そして以前であればこれらの
被害は、主に著名人に限られていたものが、一
般の個人にまで及び始めている（33）。

Ⅲ　法的な対応状況

　このような問題に対処するために、有害情報
へのアクセス制限などのような保護対策を講じ
たり、刑法等の伝統的な法体系での対応が難し
い問題に対しては、法律を改正したり新たに立
法を行うなどの対応措置が行われてきた（34）。
また、インターネット上の取引における電子署

�　酒匂一郎『インターネットと法』（リーガルクリニック叢書）信山社，2003，p.97.
�　堀部政男編著『インターネット社会と法（第 2 版）』新世社，2006，p.195.；宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ pp.131,138.
�　大量のデータなどを送りつけて、システムをダウンさせたりサービスを提供できなくするもの。
�　宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ pp.209-210.；酒匂　前掲注� p.13.
�　酒匂　同上　pp.12,22. ；「今日のような豊かな社会になると、「書く人」は「読む人」の段階を経ないでいきな

り「書く人」になる」（鹿島茂「いきなり「書く人」」『図書』704号，2007.11，p.1.）ため、ネット上でもこのよう
な情報がさらに増大しているという面もあると思われる。

�　堀部編著　前掲注� p.194.
�　ネットワーク犯罪に対しては、情報技術の発展のスピードに立法が十分に対応できていない面がある（園田寿
「ネットワーク犯罪」『刑法の争点』（ジュリスト増刊　新・法律学の争点シリーズ　 ２ ）有斐閣，2007，pp.242-243.。



レファレンス　2008. 1 15

電子情報と法

名や認証などの仕組みの工夫も行われてきた。

１ 　ネットワークを利用した犯罪

　ネットワーク犯罪としては、ネットワークを
介した間接のものと、ネットワーク上での直接
のものとがある。間接的なものとしては、詐
欺、密売や児童買春の仲介などのように、他の
やり方で行われている犯罪を、ネットワークを
利用して行うものである。直接的なものとして
は、わいせつ物公然陳列、児童ポルノ頒布、名
誉毀損、著作権侵害、その他違法情報の発信な
どの、ネット上での直接的な違法行為であ
る（35）。
　コンピュータのデータを不正に書き換えて、
不法の利益を得たりする犯罪に対しては、上記
のように、昭和62年に刑法を改正して電子計算
機使用詐欺罪の規定を設け、処罰できるように
なったが、情報化の進展に伴ってインターネッ
トを利用して、外部の全く関係ない者が他のコ
ンピュータに不正にアクセスすることが生じて
きた。不正なアクセスは詐欺のみならず、デー
タの改ざんやプライバシーの侵害をも引き起こ
す可能性がある。そこで、インターネットを利
用してコンピュータにアクセスしてデータを改
ざんしたり、不正に閲覧することなどを規制す
るため、平成11年、新たに「不正アクセス行為
の禁止等に関する法律」（不正アクセス禁止法）（平

成11年法律第128号）を制定した。クレジット
カード等の電磁的記録を不正に作出して悪用す
る行為に対しては、平成13年に刑法を改正（36）

して対応した（刑法第163条の 2 ～ 5 ）。
　ネットワーク利用詐欺としては、インター
ネット・オークションなどのネットワーク上で

の売買にからんだ詐欺が問題であるが、そこで
の盗品販売を防止するために、平成14年に「古
物営業法」を改正（37）した。
　わいせつ物公然陳列、わいせつ物頒布などの
サイバーポルノについては、刑法第22章「わい
せつ、姦淫及び重婚の罪」で規制される。さら
にアダルト情報等の規制のために、平成10年に

「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す
る法律」が改正（38）された。平成11年には、児
童保護のため、児童ポルノの頒布・販売を規制
した、「児童買春、児童ポルノに係る行為等の
処罰及び児童の保護等に関する法律」（児童買

春・児童ポルノ処罰法）（平成11年法律第52号）が、
平成15年には、出会い系サイトでの児童保護の
ため「インターネット異性紹介事業を利用して
児童を誘引する行為の規制等に関する法律」（平

成15年法律第83号）が新たに制定されている（３９）。
　また、平成11年に、組織犯罪対策を目的とし
て「犯罪捜査のための通信傍受に関する法律」

（平成11年法律第137号）が新たに制定された。こ
れは薬物事犯、集団密航、銃刀法違反、組織的
な殺人などの犯罪に対する電話の傍受が典型的
な対応であるが、ネットワークによる通信の傍
受にも適用される（４０）。

２ 　プライバシー、個人情報

　1890年、アメリカにおいてプライバシー権が
最初に提唱されたが、それは「 １ 人にしておか
れる権利（right to be let alone）」（放っておいて

もらう権利）と理解されていた。日本において
は、昭和36年に提訴された三島由紀夫の小説

『宴のあと』の裁判（41）で、「私生活をみだりに
公開されないという法的保障ないし権利」とし

�　酒匂　前掲注� p.55.
�　平成13年法律第97号
�　平成14年法律第115号
�　平成10年法律第55号
�　堀部編著　前掲注� p.186.
�　酒匂　前掲注� p.80.
�　昭和39年 9 月28日東京地方裁判所判決（「プライバシーの権利侵害による不法行為の正否」『判例時報』385号，

1964.10.21，pp.12-32.）
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てプライバシー権が認められた。その後、個人
の私的な生活領域における自己決定権（私事に

介入されない権利）を含むようになり、さらに
情報化社会の進展に伴って、「自己に関する情
報の流れをコントロールする個人の権利（indi-

vidual’s right to control the circulation of informa-

tion relating to oneself）」（自己情報コントロール

権）、すなわち、個人情報をみだりに収集・利
用・伝達されない権利を含むものになった（42）。
このようにプライバシー権は、財産権などのよ
うな古典的権利と異なり、最近になって生成し
た新しい権利（43）であるため、憲法にも明文で
規定されていない（44）。
　インターネット上でのプライバシー侵害や名
誉毀損に対する法的対応としては、名誉毀損

（刑法第230条、230条の 2 ）、侮辱（刑法第231条）、
不法行為（民法第709条）、名誉回復処分（民法第

723条）などの条項があげられる（45）。
　さらに、インターネット利用者による著作権
侵害、名誉毀損、プライバシー侵害などについ
てプロバイダーの責任を明確にするために、平
成13年に「特定電気通信役務提供者の損害賠償
責任の制限及び発信者情報の開示に関する法
律」（プロバイダー責任制限法）（平成13年法律第

137号）（46）が新たに制定された。この法律は、特
定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限と

発信者情報の開示を請求する権利について定め
たものである（47）。すなわち、プロバイダーは
どのような場合に賠償責任が免れるか、またど
のような場合に、権利を侵害された者がプロバ
イダーに発信者情報の開示を求めることができ
るか等を定めたものである。この法律は民事責
任について規定するもので、刑事責任を規定す
る特別な法律は今のところない（48）。
　インターネット社会は、プライバシー侵害や
個人情報の利用が容易になされやすい。そして
このようなプライバシー保護の延長線上に、個
人情報の保護があると考えられるが、ネット
ワーク化された高度情報化社会を構築していく
上でも、個人情報の保護や利用のあり方を規定
する必要があった。
　まず、昭和63年12月には行政機関における電
子計算機処理にかかる個人情報の保護対策の基
本的事項を定めた「行政機関の保有する電子計
算機処理に係る個人情報の保護に関する法律」

（行政機関電算機個人情報保護法）（昭和63年法律第

95号）が制定された。そしてこの法の不備を補
い（49）、民間部門まで含めた個人情報保護に関
する基本法制である、「個人情報の保護に関す
る法律」（個人情報保護法）（平成15年法律第57号）

と、昭和63年法を全面改正した「行政機関の保
有する個人情報の保護に関する法律」（行政機

�　堀部編著　前掲注� pp.106-107.
�　プライバシーの権利は、日照権とともに、判例によって確立された数少ない権利の一つである（田中成明「法

とは何か＝法の役割＝　新しい権利　13回」『時の法令』1360号，1989.8.30，p.23.）。
�　宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ pp.19,86.
�　酒匂　前掲注� pp.22-24.
�　この法律は、分散型のP2Pソフトが著作権を侵すことを阻止することを意図すると思われる（宇賀・長谷部編

著　前掲注⑴p.129.）。
�　特定電気通信とは、不特定の者によって受信されることを目的とする電気通信の送信で、公衆によって直接受

信されることを目的とするものは除かれる。したがって、放送や電子メールの送信は除外される。そして、特定
電気通信役務提供者は、この電気通信のための設備を用いて他人の通信を媒介し、その他他人の通信の用に供す
る者で、発信者は、役務提供者の用いる通信設備の記録媒体に情報を記録し、またはその設備の送信装置に情報
を入力した者で、その情報が不特定のものに送信されるもの者に限っている（「プロバイダー責任制限法」第 2
条 1 ～ 4 号）。；酒匂　前掲注� pp.28-30.

�　酒匂　同上　p.84.
�　個人情報保護法制の検討は、「行政機関電算機個人情報保護法」の単なる見直しではなかった（堀部編著　前

掲注� p.112）。
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関個人情報保護法）（平成15年法律第58号）（50）、及
び関連法案として「独立行政法人等の保有する
個人情報の保護に関する法律」（独立行政法人個

人情報保護法）（平成15年法律第59号）、「情報公
開・個人情報保護審査会設置法」（平成15年法律

第60号）、「行政機関の保有する個人情報の保護
に関する法律等の施行に伴う関係法律の整備等
に関する法律」（平成15年法律第61号）の個人情
報保護関係 5 法が、平成15年 5 月に制定され
た。
　「個人情報保護法」は、個人情報保護の基本
法としての性格と、民間部門における個人情報
保護という一般法的性格を併せ持ったものと
なっている。第 3 条の基本理念では「個人情報
は、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱
われるべきものであることにかんがみ、その適
正な取扱いが図られなければならない」となっ
ており、これは「個人情報の保護に関する基本
方針」（平成16年 4 月 2 日閣議決定）（51）によれば、
憲法第13条の下、慎重に取り扱われるべきこと
を示しているとしている。また、同法は、「高
度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が
著しく拡大していることにかんがみ、…（中略）

…個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利
利益を保護すること」（同法第 1 条）を目的とし
たものである。これについては、「個人情報の
有用性と個人の権利利益の保護を対等に比較衡
量するのではなく、個人の権利利益の保護が最
重要であるという認識を示したものといえよ
う（52）」という見解、「『個人情報の有用性』と『個
人の権利利益の保護』とのバランスをとること
を目的としている（53）」という見解、さらには

「個人情報の利用の拡大、個人情報の有用性が

強調されている点が特徴的であるといえる（54）」
というような見方もある。

３ 　知的財産

　「知的財産法」は、無体財産である情報の利
用行為を規制したり制限することによって、情
報の財産的価値を保護し、新たな創造を促すた
めの法律といえ、知的財産権は有体物を保護す
る所有権と対比して考えられる（55）。しかし、

「知的財産基本法」（平成14年法律第122号）は存
在するが、「知的財産法」と称する法律はない。

「知的財産」とは、「発明、考案、植物の新品
種、意匠、著作物その他の人間の創造的活動に
より生み出されるもの（発見又は解明がされた自

然の法則又は現象であって、産業上の利用可能性が

あるものを含む。）、商標、商号その他事業活動
に用いられる商品又は役務を表示するもの及び
営業秘密その他の事業活動に有用な技術上又は
営業上の情報」（「知的財産基本法」第 2 条第 1 項）

であり、「知的財産権」とは、「特許権、実用新
案権、育成者権、意匠権、著作権、商標権その
他の知的財産に関して法令により定められた権
利又は法律上保護される利益に係る権利」（「知

的財産基本法」第 2 条第 2 項）である。具体的な
法律としては、特許法、著作権法、商標法、実
用新案法、意匠法、半導体集積回路の回路配置
法（集積回路のレイアウト）、種苗法、不正競争
防止法などがあげられる。このようなさまざま
な法律や規定が知的財産法として一つの法分野
を形成しているのは、情報を保護対象とすると
いう点で共通性を有するからである（56）。しか
し、情報を一方的に保護するというのではな
く、権利者と利用者の利益のバランスを図る必

�　本法は、インターネット利用の電子政府に対応する個人情報保護法であるといえる（堀部編著　前掲注� p.124.）。
�　内閣府〈http://www5.cao.go.jp/seikatsu/kojin/kihonhoushin-kakugikettei.pdf〉
�　宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ p.93.
�　堀部編著　前掲注� pp.117-118.
�　酒匂　前掲注� p.40.
�　宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ pp.170-171,173,176.
�　同上　pp.168-169,171.
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要がある（57）、と考えられている。
　また、標識の無断利用を規制する法律である
商標法や不正競争防止法 2 条 1 項 1 号・ 2 号等
は「標識法」と称し、知的創作の成果である発
明や著作物を保護する特許法や著作権法は、

「創作法」と称して扱われることもある（58）。商
標は、消費者が商品を購入するときの選択の基
準となるものであり、販売側にとっては、それ
までに蓄積された商品の品質に対するあかしで
あり、そのブランドは企業間で競争が行われる
際には有力な武器となるものである。このよう
に、需要者の混同を防止し、企業の品質維持向
上のインセンティブを確保するために設けられ
たのが、「標識法」である。一方「創作法」は、
模倣を規制し、情報の利用にかかる独占的利潤
を創作者に還流させることにより、人間の知的
創作活動ヘのインセンティブを生み出し、技術
の発達や文化の発展を促すためのものであ
る（59）。
　情報は容易に国境を越えることができるの
で、知的財産を保護するためには国際的な対応
が必要である。このため、既に19世紀末に「文
学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条
約」（ベルヌ条約）（60）と「工業所有権の保護に関
するパリ条約」（パリ条約）（61）が成立している。
さらに、1995年 1 月には世界貿易機関（WTO）

の「知的財産の貿易関連の側面に関する協定」
（TRIPs協定）、1996年12月には世界知的所有権
機関（WIPO）の新条約（WIPO著作権条約「著作

権に関する世界知的所有権機関条約」、WIPO実演・

レコード条約「実演及びレコードに関する世界知的

所有権機関条約」）が成立している（62）。
　デジタル技術は、品質を維持したままで情報
を複製あるいは加工し、またそれを送信するこ
とを可能とする。一方、デジタルであるがゆえ
に、契約者以外利用できないようなアクセスコ
ントロール、複製や加工を防ぐ、あるいはコ
ピー回数を制限するなどのコピー・コントロー
ル（63）などの手段を取ることができる（64）。さら
に、デジタルコンテンツに権利者情報や利用許
諾条件の情報を組み込むことによって、権利管
理が可能となり、違法行為の発見も容易とな
る。しかし、新しい技術が出現すると直に、そ
の組み込まれた条件を除去したり改鼠したりす
るような、技術を無効にする技術が出現してく
るのである。このような状況に対応するために
はなんらかの規制制度が必要であり、1996年の
WIPO新条約を受けて、平成11年に「著作権法」
の改正（65）と「不正競争防止法」の改正（66）が行
われた（67）。
　「不正競争防止法」（68）は、「工業所有権の保護
に関するパリ条約ハーグ改正条約」（1925年）

の批准に関連して昭和 9 年（1934年）に制定さ
れたもので、工業所有権（発明特許、実用新案、

意匠及びプロトタイプ、商標又はサービスマーク、

商号、原産地又は原産地名称等）の保護を中心と
したものであった。企業活動における秘密情報
の重要性が増大してきたことから、平成 2 年の

�　酒匂　前掲注� p.102.
�　宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ p.169.
�　同上　pp.174-175.
�　1886年 9 月 9 日。著作権の保護に関するもの。
�　1883年 3 月20日。特許法や不正競争防止法など著作権法以外の知的財産法に関するもの。パリ条約については
「商標法」第 4 条 1 項 2 号で規定している。

�　宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ p.179.
�　「技術的保護手段」～著作権法 2 条 1 項20号、「技術的制限手段」～不正競争防止法 2 条 5 項
�　宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ pp.185,187.
�　平成11年法律第77号
�　平成11年法律第33号
�　宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ pp.186-187.
�　現行法は、平成 5 年法律第47号で、「不正競争防止法」昭和 9 年法律第14号の全部改正として制定。
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改正（69）で営業秘密の不正取得を不正競争行為
の一類型とし、また、差止請求権を規定した。
そして平成15年の改正（70）で、刑事罰を導入し
た（現在の第21条、22条）。しかし、「この刑事罰
は、一部の行為類型には適用されず、また刑法
への情報窃盗罪の新設は、大掛かりな議論とな
るため、当面困難であろう。…（中略）…個人
情報保護法の体系の中に個人情報窃盗罪を新設
すべきであろう（71）」という意見も見られる。
　ドメイン名の紛争処理に関しては、平成12年
に、日本ネットワークインフォメーションセン
ター（JPNIC）が「JPドメイン名紛争処理方針」（72）

を定めているが、法によるものでなかった。し
かしドメイン名が次第に商標に類似する経済的
意味を持つようになったため、平成13年の不正
競争防止法の改正（73）（第 2 条第 1 項第12号）に
よって、ドメイン名も明示的にその規制対象に
加えられることになった（74）。
　情報がデジタル化したことによって複製や加
工が容易になり、さらにネットワーク化が進ん
だため、それらを瞬時に広範囲に流通させるこ
とが可能となった。このため、頻繁に著作権法
を改正して、情報化の進展に適合させ、また、
著作権侵害の可能性に対しては、権利保護を強
化してきた。以下、主なものを年代順に記して
おく（75）。

昭和60年　�プログラムの定義をし、著作物の
例示にプログラムの著作物を追
加（76）。

昭和61年　�有線放送の定義を改め、有線放送
事業者・有線通信・データベース
を定義（77）。

平成 9 年　�無線・有線のインタラクティブ送
信を「自動公衆送信」、自動公衆
送信、放送、有線放送を含む公衆
への送信全体を ｢公衆送信｣ と定
義。その他、送信可能化を公衆送
信権として著作者の権利化、実演
家の実演に対する送信可能化権の
付与、レコード製作者の送信可能
化権の付与（78）。

平成11年　�技術的保護手段の定義、回避装置
等の製造、頒布等を刑事罰によっ
て規制、著作物に付されている権
利管理情報の定義、その不正除
去、改変等を規制（79）。

平成12年　�視聴覚障害者のため、パソコン・
ネットワークによる点字データの
自由な保存及び送信を承認、視聴
覚障害者のため、パソコン・ネッ
トワークによるテレビ音声の自由
な字幕送信を承認（80）。

�　平成 2 年法律第66号
�　平成15年法律第46号
�　堀部編著　前掲注� p.175.
�　日本ネットワークインフォメーションセンター〈http://www.nic.ad.jp/ja/drp/index.html〉
�　平成13年法律第81号
�　酒匂　前掲注� pp.119-122.
�　堀部編著　前掲注� pp.233-239,252.
�　昭和60年法律第62号
�　昭和61年法律第64号
�　平成 9 年法律第86号。放送、有線放送、インターネットによって公衆に著作物を送信する行為は「公衆送信」

であり、送信していないがサーバにアップロードした段階で「送信可能化」となり、公衆送信とみなされる。ファ
イルローグ事件（2001年11月から提供し、2002年 4 月東京地裁差止め命令。同様なものとして、ナップスター事
件がある。）における音楽ファイルのダウンロードのように、公衆送信権や送信可能化権（著作権法23条 1 項）
を侵害しているのは、個々の利用者であるが、直接侵害していないがファイル交換サービスを提供した会社が、
送信可能化権侵害とされている。（宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ pp.181-183.；酒匂　前掲注� p.98.）。

�　平成11年法律第77号
�　平成12年法律第56号
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平成14年　�受信した「放送番組｣ をインター
ネットで無断再送信することを防
止するため、放送事業者と有線放
送 事 業 者 に 送 信 可 能 化 権 を 付
与（81）。

平成15年　�遠隔授業における教材や試験等で
の試験問題の送信を承認（82）。

平成18年　�放送の同時再送信の円滑化、障害
者福祉・薬事行政・特許審査関係
などでの権利制限、著作権等保護
の実効性の確保（83）。

　著作権法は権利保護だけでなく公正な利用を
図っていくという面も併せ持っており、そのバ
ランスをとりながら文化の発展を目指すことを
目的（84）としていることから（85）、近年において
は、上記に見られるように権利制限の見直しも
すすめられている（86）。データベースにおいて
も、編集著作物（著作権法12条）として保護さ
れていたが、昭和61年に著作権法を改正（87）し
て、「情報の選択又は体系的な構成によって創
作性を有するもの」（著作権法12条の 2 ）を著作
物として保護するとした。しかしながら、著作
権法のもとでは、個々の素材や情報の収集に多
くの労力や費用をかけても、創作性がないとみ

なされれば保護の対象とはならない（88）。創作
性のあるデータベースでも、データのみを使っ
て別の体系のデータベースを作成すれば著作権
侵害とはならない。しかしそれではデータベー
ス作成のインセンティブが確保できない。そこ
で、たとえ著作物性の否定されるデータベース
であっても、作成に相当の費用を要したもので
あるならば、そのデータを無断で利用販売する
行為に対しては、民事的な損害賠償を認めてい
る（89）。

４ 　電子商取引

　商取引は、取引当事者同士が相対し、契約書
等の書面を交付する方法で行われる。しかし、
パソコン、携帯電話、それに高速なインター
ネットの普及によってネット上での取引、電子
商取引が拡大していった。電子商取引の主な特
徴として、①非対面性・匿名性、②距離的・時
間的制約の解消、③ペーパーレス化、④機械

（非対人）取引などがあげられる（90）。
　電子商取引の拡大は、電子的な方法を用いて
締結される契約（「電子契約」）の拡大を意味し
ており、それに伴う法的問題や法的トラブルが
発生する可能性も増大した。このため、平成13

�　平成14年法律第72号
�　平成15年法律第85号
�　平成18年法律第121号。文化庁長官官房著作権課「著作権法の一部を改正する法律　特集・第165回国会主要成

立法律」『ジュリスト』1329号，2007.3.1，pp.65-70.
�　「著作権法」では、第 1 条の「公正な利用に留意しつつ、著作物等の権利の保護を図り、もって文化の発展に

寄与する」における「公正な利用」と「権利保護」とを、一般的には同一レベルと解釈している。（吉田大輔「著
作権制度における今日的課題　連載・知的財産法の新潮流　第21回」『ジュリスト』1333号，2007.4.15，
pp.102-108.）

�　堀部編著　前掲注� pp.244-246.
�　茶園成樹「著作権法の最近の諸問題―権利制限に関する 3 つの問題　特集・知的財産法の新展開―知財立国へ

の法整備」『ジュリスト』1326号，2007.1.1-15，pp.62-74.；甲野正道「著作権行政をめぐる最新の動向について」『コ
ピライト』45巻539号，2006.3，pp.2-26.；文化審議会著作権分科会「文化審議会著作権分科会報告書」平成18年 1 月，

〈http://www.bunka.go.jp/1tyosaku/pdf/singi_houkokusho_1801.pdf〉
�　前掲注�
�　酒匂　前掲注� p.107.
�　東京地裁平成13年 5 月25日中間判決。自動車データベースについて著作物性が否定されたが、他人のデータ

ベースを複製し販売した行為が不法行為に当たるとされた事例（『判例時報』1774号，2002. 4 .11，pp.132-144.）。；宇賀・
長谷部編著　前掲注⑴ pp.190-191.

�　堀部編著　前掲注� p.136.
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年に「電子消費者契約及び電子承諾通知に関す
る民法の特例に関する法律」（電子契約法）（平

成13年法律第95号）（91）を新たに制定した。また、
平成14年に「特定商取引に関する法律」（特定

商取引法）を改正（92）して、通信販売における電
磁的方法による広告（電子メールによる商業広告

の送りつけ）を規制した。
　隔地者間の契約は、民法では、承諾の通知を
発した時成立するとした発信主義をとっている

（民法第526条第 1 項、第527条）。しかし、｢電子
契約法｣ では、到達主義をとっていて、電子承
諾通知を発する場合は、民法の規定を適用しな
いと定めている（電子契約法第 4 条）。「到達時」
と簡単に記すが、電子データではかなり複雑で
ある。経済産業省の「電子商取引及び情報財取
引等に関する準則」（93）によれば、次のようにし
ている。電子メールの場合は、受信者が指定し
た、あるいは通常取引に使用しているサーバの
メール・ボックスに承諾通知が記録されたとき
が到達時となる。それ以外のサーバのメール・
ボックスに送信された場合は、そこに承諾通知
が記録され、受信者がその情報を取り出したと
きを到達時という。また、いずれも、読み取り
可能な状態で記録されていなければならない。
ただし、承諾通知が一旦記録された後に消失し
た場合は、到達していると解される。インター
ネット通信販売等では、申込者のモニター画面
上に承諾通知が表示されたときを到達時として
いる（94）。このように電子情報においては、従
来と扱いの異なった対応が必要となる。
　さらに消費者保護のため、消費者が画面に
従って申し込みを行う場合、操作ミスにより
誤った意思表示をした場合、事業者が消費者の
意思の有無について確認を求める措置を講じて

いない場合は、消費者は錯誤による意思表示の
無効を主張できる（電子契約法第 3 条）として
いる。表示画面で、消費者に容易にわかるよう
に表示していない、あるいは消費者が申し込み
内容を容易に確認し訂正できるようにしていな
いなどは、顧客の意に反して売買契約もしくは
役務提供契約の申し込みをさせようとする行為
としている（特定商取引法施行規則第16条第 1 項

第 1 号・ 2 号）。また、通信販売に関する広告規
制として、商品等の価格や対価、代金や対価の
支払い方法と時期、商品等の引渡し時期や提供
時期、返品特約などの一定の事項を表示するよ
う義務づけている（特定商取引法第11条第 1

項）（95）。
　消費者保護等の目的のために、各種法律の規
定で、契約における書面の交付等を義務付けて
いるが、電子商取引の進展に伴って、書面の交
付等は電子商取引の実情に合わないという問題
が生じてきた。そこで、平成12年に「書面の交
付等に関する情報通信の技術の利用のための関
係法律の整備に関する法律」（IT書面一括法）（平

成12年法律第126号）によって、書面の交付また
は書面による手続きを義務付けている50本の法
律を改正して、電磁的方法による契約を容認し
た。さらに平成16年に、書面による保存に代え
て電磁的方法による保存等を認めた、「民間事
業者等が行う書面の保存等における情報通信の
技術の利用に関する法律」（平成16年法律第149号）

及び「民間事業者等が行う書面の保存等におけ
る情報通信の技術の利用に関する法律の施行に
伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成16年

法律第150号）（ 2 法を合わせてe-文書法）を新た
に制定した（96）。
　電子商取引の拡大は、新たな取引機会を生み

�　酒匂　前掲注� では、「民法特例法」と略している。
�　平成14年法律第28号
�　平成14年 3 月に「電子商取引等に関する準則」として公表され、その後ほぼ毎年改定され、平成19年 3 月には

表記のようにタイトルを変更。経済産業省〈http://www.meti.go.jp/press/20070330011/denshishoutori3.pdf〉
�　宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ pp.142-146.
�　同上　pp.148-150,163.
�　宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ pp.150-152.；堀部編著　前掲注� p.136.



レファレンス　2008. 122

出す一方、インターネットのもつ非対面性や匿
名性によって、情報漏えい、改ざん、成りすま
し、事後否認などの従来の取引にないリスクを
生じさせる。このようなリスクに対応する有効
な手段として、暗号化技術を使い、公開鍵暗号
と認証局による認証を利用する電子署名が技術
的に利用できるようになった。さらにそれを法
的に保証するために平成12年に「電子署名及び
認証業務に関する法律」（電子署名法）（平成12年

法律第102号）が新たに制定された。電子署名と
は、「当該情報が当該措置を行った者の作成に
係るものであることを示すためのものであるこ
と」、「当該情報について改変が行われていない
かどうかを確認することができるものであるこ
と」の 2 つの要件を満たすものである（電子署

名法第 2 条第 1 項）。そして、電子メッセージな
どの電磁的記録は、電子署名がされている時
は、真正に成立したものと推定されるとした

（電子署名法第 3 条）のである。また、同年に「商
業登記法」も改正（97）されて、電子証明書によ
る認証制度も加えられた（98）。

おわりに

　情報機器やネットワークの高機能化、高速
化、低価格化がすすんでいるが、今後ともこの
傾向は強まるとともに、情報の自由な利用、公
共分野における情報化、電子商取引の促進など
が一層求められていくであろう。情報の利用と
保護に関しては、著作権法に見られるように、
権利保護が強すぎると利用が阻害される一方、
利用規制が弱すぎると権利保護が阻害されて権
利者のモチベーションが低下するので（99）、利
用と保護とのバランスが図られていく必要があ

り、これがこれからの情報と法の問題を考えて
いく上での鍵になるのではないかと考えられ
る。また、電子商取引等においては更なる安全
性や信頼性が求められていくであろう。
　情報化社会の進展に伴って次々と新たな問題
点が発生したが、それに対しては、個別に、現
行法の解釈で対応する「解釈的対応論」、解釈
では限界があるので一部を改正する「一部改正
的対応論」、そのいずれでも対処できないので
新たに立法化する「新立法的対応論」などの対
応が図られてきた（100）。また、電子情報が利用
されるようになった当初は、法的な問題として
は主にコンピュータそのものに係る問題が中心
であり、刑法等を改正することで容易に対応で
きた。しかし、ネットワークの時代に入ると、
無体物である情報に対する法的対応も進んでき
たとはいえ、問題は多方面にわたり、いまだ対
応は十分とはいえない。技術の進展とのギャッ
プも大きい。
　コンピュータとネットワーク技術の進展に伴
い、インターネットによる情報発信や情報アク
セスが世界規模で拡大しており、また、イン
ターネット通信と放送の境界も融合し始めてい
る。情報を伝達するメディアは歴史的に、印
刷、通信、放送の順で登場し、それに対応して
法も発展してきたが、今日では、これらの境界
が融合するような形で進展しており（101）、その
結果様々な問題も生じてきている。例えば、IP
マルチキャスト放送と有線放送の問題がある。
IPマルチキャスト放送は、中継局に送られた放
送を蓄積し、中継局で受けた個々の依頼に応じ
て放送を送信するという形態の放送であるた
め、通信であって有線放送（102）でない。通信で
は、著作権法上の自動公衆送信となってしま

�　平成12年法律第40号。第147回国会衆議院法務委員会議録10号　平成12年 4 月 4 日，1 頁に臼井日出男法務大臣
の趣旨説明。

�　酒匂　前掲注� p.144.；堀部編著　前掲注� p.141.；宇賀・長谷部編著　前掲注⑴ pp.159-160.
�　前掲注�
�　堀部編著　前掲注� p.8.

（１01）　同上　pp.33-34,38.
（１02）　「放送法」等によれば、放送や有線放送は、公衆に直接受信されることを目的に送信される。
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い、コンテンツを送信するためにはすべての権
利者の許諾が必要となり、今後の発展性、利用
の拡大、とくに地上波デジタル放送に切り替わ
る時期が迫っており、難視聴対策として利用し
ようとする時に非常に困ったことになる。一
方、有線放送なら二次使用料を一括して支払え
ば済むのであり（103）、平成18年に著作権法を改
正して対応した（104）。
　このように速いスピードで大きく変化してい
く状況にあっては、これまでのような法的枠組
みでは対応しきれないため、今後の高度情報化
社会を見据えた枠組みを新たに再構築していく
必要があるのではないかという考えがでてきて
いる。例えば、前掲の不正競争防止法の対応に
おける刑事罰導入に関する意見（105）や、デジタ
ルコンテンツの権利を守りつつ利用を促進する
ために、著作権法と離れたデジタルコンテンツ

法を制定するような提案がある（106）。情報メ
ディア法の考えもある（107）。総務省でも、情報
通信新法ということで放送と通信を一体と考え
た法体系の検討を進めている。これについては
中間報告（108）が出されたが反対の声も多く聞か
れる（109）。
　情報化の進展の状況をみていると、豊かな情
報を自由に使える状況が一層求められていくこ
とは必然的な方向であると思えるが、当然、情
報の保護を図っていくということは重要な課題
であり、その間のバランスをとることが求めら
れていくであろう。これに対しては、「情報法」
という観点からもう一度法的枠組みを見直し、
場合によっては枠組みを再構築するような対応
が、今後、必要になってくるのではないかと考
えられる。

（おおやま　ひでひさ　議会官庁資料調査室）

別表　電子情報に対する主な法的対応状況

昭和59年
（1984年）

電気通信事業法（昭和59年法律第86号）

昭和60年
（1985）

著作権法改正（昭和60年法律第62号）～プログラムを著作物とする（ソフトウェア保護）

昭和61年
（1986）

著作権法改正（昭和61年法律第64号）～有線放送の定義を改め、有線放送事業者・有線通信・データベースを定義

昭和62年
（1987）

刑法改正（昭和62年法律第52号）～電磁的記録不正作出罪・同供用罪（161条の 2 ）、電子計算機損壊等業務妨害罪（234
条の 2 ）、電子計算機使用詐欺罪（246条の 2 ）、電磁的記録毀棄罪（258条、259条）公正証書原本不実記載罪（157
条 1 項後段）

昭和63年
（1988）

行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律（行政機関電算機個人情報保護法）（昭和63
年法律第95号）

平成 2 年
（1990）

不正競争防止法改正（平成2年法律第66号）～営業秘密の不正取得を不正競争行為、差止請求権の規定

（１03）　甲野　前掲注� pp.2-26.
（１04）　前掲注� �。 IPマルチキャスト放送による放送の同時再送信については、有線放送と同等と考えて補償金の

支払いにより権利制限を設け、同時に有線放送の再送信にも報酬請求権を設けた。
（１05）　「Ⅲ　法的対応状況　 ３ 　知的財産」の項、注�
（１06）　小塚荘一郎「経済教室　著作権法離れ新制度作れ」『日本経済新聞』2007.1.31.
（１07）　林紘一郎『情報メディア法』東京大学出版会，2005.
（１08）　総務省「通信・放送の総合的な法体系に関する研究会　中間取りまとめ」（座長：堀部政男）
　　〈http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/pdf/070619_3_bs2.pdf〉
　　本稿校正中に最終報告書が公表された（12月 6 日）〈http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/071206_2.html〉

（１09）　例えば、「波紋広げる情報通信新法構想」『日本経済新聞』2007.10.13.；「通信と放送　融合多難」『日本経済新聞』
2007. 9 .24.；「情報通信法構想　自由制約危惧も」『毎日新聞』2007.6.25.
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平成 5 年
（1993）

不正競争防止法改正（平成 ５ 年法律第47号）～同法（昭和 9 年法律第14号）の全部改正

平成 9 年
（1997）

著作権法改正（平成 9 年法律第86号）～公衆送信権、送信可能化権創設

平成10年
（1998）

電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律（平成10年法律第25号）
風俗営業等の規制及び業務の適正化法改正（平成10年法律第55号）～アダルト情報等の規制

平成11年
（1999）

不正競争防止法改正（平成11年法律第33号）～技術的制限手段の規制
児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律（児童買春・児童ポルノ処罰法）（平成11
年法律第52号）
著作権法改正（平成11年法律第77号）～技術的保護手段の定義、回避装置等の製造・頒布等の規制、著作物に付さ
れている権利管理情報の定義、その不正除去・改変等を規制
不正アクセス行為の禁止等に関する法律（不正アクセス禁止法）（平成11年法律第128号）
犯罪捜査のための通信傍受に関する法律（平成11年法律第137号）
電気通信回線による登記情報の提供に関する法律（平成11年法律第226号）

平成12年
（2000）

商業登記法等改正（平成12年法律第40号）～商業登記法における電磁的記録情報が印鑑提出者の作成に係るもので
あることを示すために講ずる措置。公証人法における電磁的記録の認証、民法施行法における指定公証人が作成し
た電磁記録情報の承認
著作権法改正（平成12年法律第56号）～視聴覚障害者に対する公衆送信の承認
電子署名及び認証業務に関する法律（電子署名法）（平成12年法律第102号）
書面の交付等に関する情報通信の技術の利用のための関係法律の整備に関する法律（IT書面一括法）（平成12年法律
第126号）
高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（IT基本法）（平成12年法律第144号）

平成13年
（2001）

通信・放送融合技術の開発の促進に関する法律（平成13年法律第44号）
不正競争防止法改正（平成13年法律第81号）～ドメイン名の保護
電気通信役務利用放送法（平成13年法律第85号）
電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民法の特例に関する法律（電子契約法）（平成13年法律第95号）
刑法改正（平成13年法律第97号）～支払い用カード電磁記録に関する罪
特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（プロバイダー責任制限法）（平
成13年法律第137号）

平成14年
（2002）

特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成14年法律第26号）
特定商取引法改正（平成14年法律第28号）～広告宣伝メール規制
著作権法改正（平成14年法律第72号）～放送事業と有線放送事業者に送信可能化権
古物営業法改正（平成14年法律第115号）～インターネットオークションでの盗品販売防止
知的財産基本法（平成14年法律第122号）
有線電気通信法改正（平成14年法律第142号）～ワン切りに罰則
行政手続き等における情報通信の技術の利用に関する法律（行政手続きオンライン化法）（平成14年法律第151号）
行政手続き等における情報通信の技術の利用に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成14年
法律第152号）
電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律（平成14年法律第153号）

平成15年
（2003）

不正競争防止法改正（平成15年法律第46号）～刑事罰の導入
個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）（平成15年法律第57号）
行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（行政機関個人情報保護法）

（平成15年法律第58号）
独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（独立行政法人個人情報保護法）（平成15年法律第59号）
情報公開・個人情報保護審査会設置法（平成15年法律第60号）
行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成15年法律第
61号）
インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律（平成15年法律第83号）～出会
い系サイトでの児童保護
著作権法改正（平成15年法律第85号）～遠隔授業における送信
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平成16年
（2004）

コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律（平成16年法律第81号）
民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律

（平成16年法律第149号）及び民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律の施行
に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成16年法律第150号）（e-文書法）
金融機関等による顧客等の本人確認および預金口座等の不正な利用の防止に関する法律（平成16年法律第164号）～
金融機関等による顧客等の本人確認等に関する法（平成14年法律第32号）の改正
消費者基本法（平成16年法律第70号）～消費者保護基本法の改正

平成17年
（2005）

携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律（平成17
年法律第31号）
特定電子メールの送信の適正化法改正（平成17年法律第46号）～架空電子メールアドレスによる送信の禁止
不正競争防止法改正（平成17年法律第75号）～営業秘密の保護強化
偽造カード等及び盗難カード等を用いて行われる不正な機械式預貯金払戻し等からの預貯金者の保護等に関する法
律（平成17年法律第94号）

平成18年
（2006）

著作権法改正（平成18年法律第121号）～障害者福祉、薬事行政、特許審査関係などで権利制限

平成19年
（2007）

電子記録債権法（平成19年法律第102号）

（出典）　筆者作成
（注）　�関係するすべての法律を列挙してあるわけではない。新規制定法については、以下の「参考資料」参照。改正法について

は、主な改正点を簡単に記載。

参考資料

　電子情報の利用拡大とネットワークの進展に
伴って、既存の法律が改正されたほか、新規に
いくつかの法律が制定された。法律の目的等に
制定の意味が記されているので、ここに参考資
料として、本稿に関係があると考えられる新規
制定法の制定時における目的や趣旨等を記載す
る。なお、用語については、第 2 条で定義され
ていることが多く、正確性を担保するために必
要であるが、紙幅の関係で省略する。

「電気通信事業法」昭和59年法律第86号
第 1 条　この法律は、電気通信事業の公共性に

かんがみ、その運営を適正かつ合理的なもの
とすることにより、電気通信役務の円滑な提
供を確保するとともにその利用者の利益を保
護し、もつて電気通信の健全な発達及び国民
の利便の確保を図り、公共の福祉を増進する
ことを目的とする。

「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個

人情報の保護に関する法律」（行政機関電算機個

人情報保護法）昭和63年法律第95号
第 1 条　この法律は、行政機関における個人情

報の電子計算機による処理の進展にかんが
み、行政機関の保有する電子計算機処理に係
る個人情報の取扱いに関する基本的事項を定
めることにより、行政の適正かつ円滑な運営
を図りつつ、個人の権利利益を保護すること
を目的とする。

「電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿

書類の保存方法等の特例に関する法律」平成10
年法律第25号
第 1 条　この法律は、情報化社会に対応し、国

税の納税義務の適正な履行を確保しつつ納税
者等の国税関係帳簿書類の保存に係る負担を
軽減する等のため、電子計算機を使用して作
成する国税関係帳簿書類の保存方法等につい
て、所得税法（昭和四十年法律第三十三号）、
法人税法（昭和四十年法律第三十四号）その他
の国税に関する法律の特例を定めるものとす
る。

「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及

び児童の保護等に関する法律」（児童買春・児童

ポルノ処罰法）平成11年法律第52号
第 1 条　この法律は、児童に対する性的搾取及
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び性的虐待が児童の権利を著しく侵害するこ
との重大性にかんがみ、児童買春、児童ポル
ノに係る行為等を処罰するとともに、これら
の行為等により心身に有害な影響を受けた児
童の保護のための措置等を定めることによ
り、児童の権利の擁護に資することを目的と
する。

「不正アクセス行為の禁止等に関する法律」（不

正アクセス禁止法）平成11年法律第128号
第 1 条　この法律は、不正アクセス行為を禁止

するとともに、これについての罰則及びその
再発防止のための都道府県公安委員会による
援助措置等を定めることにより、電気通信回
線を通じて行われる電子計算機に係る犯罪の
防止及びアクセス制御機能により実現される
電気通信に関する秩序の維持を図り、もって
高度情報通信社会の健全な発展に寄与するこ
とを目的とする。

「犯罪捜査のための通信傍受に関する法律」平
成11年法律第137号
第 1 条　この法律は、組織的な犯罪が平穏かつ

健全な社会生活を著しく害していることにか
んがみ、数人の共謀によって実行される組織
的な殺人、薬物及び銃器の不正取引に係る犯
罪等の重大犯罪において、犯人間の相互連絡
等に用いられる電話その他の電気通信の傍受
を行わなければ事案の真相を解明することが
著しく困難な場合が増加する状況にあること
を踏まえ、これに適切に対処するため必要な
刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）に規定す
る電気通信の傍受を行う強制の処分に関し、
通信の秘密を不当に侵害することなく事案の
真相の的確な解明に資するよう、その要件、
手続その他必要な事項を定めることを目的と
する。

「電気通信回線による登記情報の提供に関する

法律」平成11年法律第226号
第 1 条　この法律は、登記情報を電気通信回線

を使用して提供する制度を設けることによ
り、登記情報をより簡易かつ迅速に利用する
ことができるようにし、もって取引の安全と
円滑に資することを目的とする。

「電子署名及び認証業務に関する法律」（電子署

名法）平成12年法律第102号
第 1 条　この法律は、電子署名に関し、電磁的

記録の真正な成立の推定、特定認証業務に関
する認定の制度その他必要な事項を定めるこ
とにより、電子署名の円滑な利用の確保によ
る情報の電磁的方式による流通及び情報処理
の促進を図り、もって国民生活の向上及び国
民経済の健全な発展に寄与することを目的と
する。

「書面の公布等に関する情報通信の技術の利用

のための関係法律の整備に関する法律」（IT書

面一括法）平成12年法律第126号
　書面の交付等を義務づける50本の法律を一括
改正し、書面の代わりに情報通信技術を利用す
る方法を用いることを可能にした。
　（第150回国会衆議院商工委員会（同会議録第 4

号、平成12年11月 7 日、 1 頁）における平沼赳夫通

商産業大臣の趣旨説明は次の通りである）

　第一に、民間における商取引において書面の
交付や書面による手続を義務づけている関係法
律について、書面の交付等にかえて、政令で定
めるところにより、顧客の承諾を得て、当該書
面に記載すべき事項を電子情報処理組織を使用
する方法その他の情報通信技術を利用する方法
であって府省令で定めるものにより提供をする
ことができることとし、その場合には、書面の
交付等をしたものとみなす。
　第二に、組合における議決権につき書面によ
る行使等を義務づけている関係法律について、
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組合員は、定款で定めた場合には、書面をもっ
てする議決権の行使にかえて、議決権を電子情
報処理組織を使用する方法その他の情報通信技
術を利用する方法であって府省令で定めるもの
により行うこと等ができる。

「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」

（IT基本法）平成12年法律第144号
第 1 条　この法律は、情報通信技術の活用によ

り世界的規模で生じている急激かつ大幅な社
会経済構造の変化に適確に対応することの緊
要性にかんがみ、高度情報通信ネットワーク
社会の形成に関し、基本理念及び施策の策定
に係る基本方針を定め、国及び地方公共団体
の責務を明らかにし、並びに高度情報通信
ネットワーク社会推進戦略本部を設置すると
ともに、高度情報通信ネットワーク社会の形
成に関する重点計画の作成について定めるこ
とにより、高度情報通信ネットワーク社会の
形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進す
ることを目的とする。

「通信・放送融合技術の開発の促進に関する法

律」平成13年法律第44号
第 1 条　この法律は、通信・放送機構（以下「機

構」という。）に、通信・放送融合技術の開発
を行う者に対する支援に関する業務を行わせ
るための措置を講ずることにより、通信・放
送融合技術を用いて提供される電気通信の役
務の普及を図り、もって高度情報通信ネット
ワーク社会の形成に寄与することを目的とす
る。

「電気通信役務利用放送法」平13年法律第85号
第 1 条　この法律は、電気通信役務利用放送の

業務の運営を適正なものとすることにより、
電気通信役務利用放送の受信者の利益を保護
するとともに、電気通信役務利用放送の健全
な発達を図り、もって公共の福祉の増進に資
することを目的とする。

「電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民

法の特例に関する法律」（電子契約法）平成13年
法律第95号
1 条　この法律は、消費者が行う電子消費者契

約の要素に特定の錯誤があった場合及び隔地
者間の契約において電子承諾通知を発する場
合に関し民法（明治29年法律第89号）の特例を
定めるものとする。

「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制

限及び発信者情報の開示に関する法律」（プロ

バイダー責任制限法）平成13年法律第137号
第 1 条　この法律は、特定電気通信による情報

の流通によって権利の侵害があった場合につ
いて、特定電気通信役務提供者の損害賠償責
任の制限及び発信者情報の開示を請求する権
利につき定めるものとする。

「特定電子メールの送信の適正化等に関する法

律」（特定電子メール法）平成14年法律第26号
第 1 条　この法律は、一時に多数の者に対して

される特定電子メールの送信等による電子
メールの送受信上の支障を防止する必要性が
生じていることにかんがみ、特定電子メール
の送信の適正化のための措置等を定めること
により、電子メールの利用についての良好な
環境の整備を図り、もって高度情報通信社会
の健全な発展に寄与することを目的とする。
＊特定商取引法とは、電子メールを利用した
商業広告（迷惑メール）を規制する点で共通。
しかし、特定商取引法は、商取引の適正化と
消費者保護を目的とした規制で、一方、特定
電子メール法は、送信規制を目的とした規制
である。（堀部　前掲注�　p.148.）

「知的財産基本法」平成14年法律第122号
第 １ 条　この法律は、内外の社会経済情勢の変

化に伴い、我が国産業の国際競争力の強化を
図ることの必要性が増大している状況にかん
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がみ、新たな知的財産の創造及びその効果的
な活用による付加価値の創出を基軸とする活
力ある経済社会を実現するため、知的財産の
創造、保護及び活用に関し、基本理念及びそ
の実現を図るために基本となる事項を定め、
国、地方公共団体、大学等及び事業者の責務
を明らかにし、並びに知的財産の創造、保護
及び活用に関する推進計画の作成について定
めるとともに、知的財産戦略本部を設置する
ことにより、知的財産の創造、保護及び活用
に関する施策を集中的かつ計画的に推進する
ことを目的とする。

「行政手続等における情報通信の技術の利用に

関する法律」（行政手続きオンライン化法）平成
14年法律第151号
第 1 条　この法律は、行政機関等に係る申請、

届出その他の手続等に関し、電子情報処理組
織を使用する方法その他の情報通信の技術を
利用する方法により行うことができるように
するための共通する事項を定めることによ
り、国民の利便性の向上を図るとともに、行
政運営の簡素化及び効率化に資することを目
的とする。

「行政手続等における情報通信の技術の利用に

関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律」平成14年法律第152号

「電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関

する法律」平成14年法律第153号
第 1 条　この法律は、電子署名に係る地方公共

団体の認証業務に関する制度その他必要な事
項を定めることにより、電磁的方式による申
請、届出その他の手続における電子署名の円
滑な利用の促進を図り、もって住民の利便性
の向上並びに国及び地方公共団体の行政運営
の簡素化及び効率化に資することを目的とす
る。

「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護

法）平成15年法律第57号
第 1 条　この法律は、高度情報通信社会の進展

に伴い個人情報の利用が著しく拡大している
ことにかんがみ、個人情報の適正な取扱いに
関し、基本理念及び政府による基本方針の作
成その他の個人情報の保護に関する施策の基
本となる事項を定め、国及び地方公共団体の
責務等を明らかにするとともに、個人情報を
取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定める
ことにより、個人情報の有用性に配慮しつ
つ、個人の権利利益を保護することを目的と
する。

「行政機関の保有する個人情報の保護に関する

法律」平成15年法律第58号
　行政機関の保有する電子計算機処理に係る個
人情報の保護に関する法律（昭和63年法律第95

号）の全部を改正する。
第 1 条　この法律は、行政機関において個人情

報の利用が拡大していることにかんがみ、行
政機関における個人情報の取扱いに関する基
本的事項を定めることにより、行政の適正か
つ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を
保護することを目的とする。

「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に

関する法律」平成15年法律第59号
第 1 条　この法律は、独立行政法人等において

個人情報の利用が拡大していることにかんが
み、独立行政法人等における個人情報の取扱
いに関する基本的事項を定めることにより、
独立行政法人等の事務及び事業の適正かつ円
滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護
することを目的とする。
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「情報公開・個人情報保護審査会設置法」平成
15年法律第60号
第 １ 条　この法律は、情報公開・個人情報保護

審査会の設置及び組織並びに調査審議の手続
等について定めるものとする。

「行政機関の保有する個人情報の保護に関する

法律等の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律」平成15年法律第61号
第 1 条　この法律は、行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成15法律第58

号）、独立行政法人等の保有する個人情報の
保護に関する法律（平成15年法律第59）及び
情報公開・個人情報保護審査会設置法（平成

15年法律第60号）の施行に伴う関係法律の整
備等を行うものとする。

「インターネット異性紹介事業を利用して児童

を誘引する行為の規制等に関する法律」平成15
年法律第83号
第 １ 条　この法律は、インターネット異性紹介

事業を利用して児童を性交等の相手方となる
ように誘引する行為等を禁止するとともに、
児童によるインターネット異性紹介事業の利
用を防止するための措置等を定めることによ
り、インターネット異性紹介事業の利用に起
因する児童買春その他の犯罪から児童を保護
し、もって児童の健全な育成に資することを
目的とする。

「コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関

する法律」平成16年法律第81号
第 1 条　この法律は、知的財産基本法（平成14

年法律第122号）の基本理念にのっとり、コン
テンツの創造、保護及び活用の促進に関し、
基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及
びコンテンツ制作等を行う者の責務等を明ら
かにするとともに、コンテンツの創造、保護
及び活用の促進に関する施策の基本となる事

項並びにコンテンツ事業の振興に必要な事項
を定めること等により、コンテンツの創造、
保護及び活用の促進に関する施策を総合的か
つ効果的に推進し、もって国民生活の向上及
び国民経済の健全な発展に寄与することを目
的とする。

「民間事業者等が行う書面の保存等における情

報通信の技術の利用に関する法律」（e-文書法）
平成16年法律第149号
第 1 条　この法律は、法令の規定により民間事

業者等が行う書面の保存等に関し、電子情報
処理組織を使用する方法その他の情報通信の
技術を利用する方法（以下「電磁的方法」とい

う。）により行うことができるようにするた
めの共通する事項を定めることにより、電磁
的方法による情報処理の促進を図るととも
に、書面の保存等に係る負担の軽減等を通じ
て国民の利便性の向上を図り、もって国民生
活の向上及び国民経済の健全な発展に寄与す
ることを目的とする。

「民間事業者等が行う書面の保存等における情

報通信の技術の利用に関する法律の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律」（e-文書法）平
成16年法律第150号

「携帯音声通信事業者による契約者等の本人確

認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止

に関する法律」平成17年法律第31号
第 1 条　この法律は、携帯音声通信事業者によ

る携帯音声通信役務の提供を内容とする契約
の締結時等における本人確認に関する措置、
通話可能端末設備の譲渡等に関する措置等を
定めることにより、携帯音声通信事業者によ
る契約者の管理体制の整備の促進及び携帯音
声通信役務の不正な利用の防止を図ることを
目的とする。
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「偽造カード等及び盗難カード等を用いて行わ

れる不正な機械式預貯金払戻し等からの預貯金

者の保護等に関する法律」平成17年法律第94号
第 1 条　この法律は、偽造カード等又は盗難

カード等を用いて行われる不正な機械式預貯
金払戻し等による被害が多数発生しているこ
とにかんがみ、これらのカード等を用いて行
われる機械式預貯金払戻し等に関する民法

（明治二十九年法律第八十九号）の特例等につ
いて定めるとともに、これらのカード等を用
いて行われる不正な機械式預貯金払戻し等の
防止のための措置等を講ずることにより、こ

れらのカード等を用いて行われる不正な機械
式預貯金払戻し等からの預貯金者の保護を図
り、あわせて預貯金に対する信頼を確保し、
もって国民経済の健全な発展及び国民生活の
安定に資することを目的とする。

「電子記録債権法」平成19年法律第102号
第 1 条　この法律は、電子記録債権の発生、譲

渡等について定めるとともに、電子記録債権
に係る電子記録を行う電子債権記録機関の業
務、監督等について必要な事項を定めるもの
とする。


